
Ⅱ　令和元年度特別会計の決算状況

第８表　令和元年度特別会計決算の収支状況 （単位：千円）

形式収支 翌年度へ繰越す 実質収支
決算額  (A) 構成比 決算額  (B) 構成比 (A)-(B)  (C) べき財源 (D) (C)-(D)  (E)

公共用地造成事業 246,552 0.6% 246,552 0.6%

食肉センター事業 12,686 0.0% 12,686 0.0%

18,056,352 43.4% 17,823,805 43.6% 232,547 232,547

国民健康保険事業 20,076,985 48.2% 19,720,231 48.3% 356,754 356,754

2,715,795 6.5% 2,661,714 6.5% 54,081 54,081

中央卸売市場事業 164,770 0.4% 112,771 0.3% 51,999 51,999

地方卸売市場事業 4,878 0.0% 4,840 0.0% 38 38

市営駐車場事業 116,142 0.3% 13,823 0.0% 102,319 102,319

農業集落排水事業 253,098 0.6% 253,098 0.6%

　　合　　　計 41,647,258 100.0% 40,849,520 100.0% 797,738 797,738

※端数処理により、合計と内訳が不一致の場合あり。

介護保険事業

会 計 名
歳 入 歳 出

後期高齢者医療

令和元年度特別会計決算の収支状況は、第８表のとおりです。

実質収支については、全特別会計合計で、７億９７７３万８千円の黒字となっています。

また、各会計別の決算規模（歳出）では、国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計、後期

高齢者医療特別会計の順となっており、これら３会計で全特別会計の９８．４％を占めています。

次に、前年度決算との比較は、（参考４）に示してあるとおり、前年度（歳出）を上回った主な会計は、介

護保険事業特別会計及び後期高齢者医療特別会計で、保険給付費や後期高齢者医療広域連合納付

金の増が主な要因です。

一方、前年度（歳出）を下回った主な会計は、国民健康保険事業特別会計で基金積立金の減等による

ものです。

特別会計における主な歳入の収納状況は、資料２のとおりです。
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（参考４）　特別会計決算前年度比較

　　　（単位：千円）

元年度 30年度 増減額 増減率 元年度 30年度 増減額 増減率

(140,049) (189,997) (△ 49,948) (△26.3%)

公共用地造成事業 246,552 193,357 53,195 27.5% 246,552 193,357 53,195 27.5%

(10,019) (11,504) (△ 1,485) (△12.9%)

食肉センター事業 12,686 14,245 △1,559 △10.9% 12,686 14,245 △1,559 △10.9%

(2,554,328) (2,395,749) (158,579) (6.6%)

介護保険事業 18,056,352 17,804,047 252,305 1.4% 17,823,805 17,415,821 407,984 2.3%

(1,638,841) (1,698,555) (△ 59,714) (△3.5%)

国民健康保険事業 20,076,985 20,737,812 △660,827 △3.2% 19,720,231 20,408,420 △688,189 △3.4%

(664,087) (672,524) (△ 8,437) (△1.3%)

後期高齢者医療 2,715,795 2,669,475 46,320 1.7% 2,661,714 2,615,877 45,837 1.8%

(25,068) (28,858) (△ 3,790) (△13.1%)

中央卸売市場事業 164,770 172,468 △7,698 △4.5% 112,771 123,818 △11,047 △8.9%

(3,368) (3,331) (37) (1.1%)

地方卸売市場事業 4,878 40,480 △35,602 △87.9% 4,840 40,442 △35,602 △88.0%

(0) (0.0%)

市営駐車場事業 116,142 106,879 9,263 8.7% 13,823 13,007 816 6.3%

(230,870) (234,760) (△ 3,890) (△1.7%)

農業集落排水事業 253,098 260,869 △7,771 △3.0% 253,098 260,869 △7,771 △3.0%

(5,266,631) (5,235,278) (31,353) (0.6%)

　　合　　　計 41,647,258 41,999,632 △352,374 △0.8% 40,849,520 41,085,856 △236,336 △0.6%

※（　）内は、一般会計から繰り入れた金額。

※端数処理により、合計と内訳が不一致の場合あり。

会 計 名
歳 入 歳 出
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資料２　主な歳入の収納状況（特別会計）
（単位：千円、％、ポイント）

現年 2,857,836 3,103,511 2,870,427 233,084 92.49

滞納繰越分 199,901 1,498,430 203,757 313,608 981,065 13.60

合計① 3,057,737 4,601,941 3,074,184 313,608 1,214,149 66.80

現年 2,947,708 3,226,172 2,975,913 250,259 92.24

滞納繰越分 210,018 1,766,970 203,217 309,794 1,253,959 11.50

合計② 3,157,726 4,993,142 3,179,130 309,794 1,504,218 63.67

△ 99,989 △ 391,201 △ 104,946 3,814 △ 290,069 3.13

現年 3,969,095 3,654,576 3,629,897 24,679 99.32

滞納繰越分 11,922 75,928 10,456 32,516 32,956 13.77

合計① 3,981,017 3,730,504 3,640,353 32,516 57,635 97.58

現年 3,614,852 3,731,525 3,699,994 31,531 99.16

滞納繰越分 13,254 97,381 16,682 37,645 43,054 17.13

合計② 3,628,106 3,828,906 3,716,676 37,645 74,585 97.07

352,911 △ 98,402 △ 76,323 △ 5,129 △ 16,950 0.51

＊調定額には、居所不明者分調定額を含む。

＊収入済額には、還付未済額を含む。

＊収納率は、小数点第三位を四捨五入。
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